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「がんばろう！千葉」市町村復興基金交付金【新規】 

予算額 2,000,000千円 

１ 事業の目的・概要 

 東日本大震災からの復興へ向けた事業を行う市町村を支援するため、千葉県東日本 

大震災市町村復興基金を活用し、市町村へ交付金を交付します。 

 

２ 事業内容 

千葉県東日本大震災市町村復興基金から、市町村へ「がんばろう！千葉」市町村復興

基金交付金として20億円を交付し、市町村が東日本大震災からの復興に向けて、弾力的

かつきめ細かな事業を行えるよう支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「がんばろう！千葉」市町村復興基金交付金 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

◎住民生活の安定に関する事業 

（生活再建の支援、医療体制・生活相談体制の

整備、被災者の心のケアなど） 

◎地域コミュニティ再生に関する事業 

（被災地域のコミュニティ機能の維持、 

再生など） 

◎地域経済の振興・雇用維持に関する事業 

（消費者に対する情報提供、観光における 

ＰＲ活動、被災者への就労支援など） 

◎文化・芸術の復興に関する事業 

（被災地域の伝統芸能の復興支援活動など） 

県 全市町村 
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事 
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東日本大震災からの復興に取り組むために 

実施する事業 

担当課・問い合わせ先 

総務部市町村課自治振興室 

（０４３－２２３－２３８５） 

･市町村の被
災の度合いに
応じ、財政力
等を勘案して
配分します。 

交付金 

20 億円 
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被災者住宅再建支援金事業 

 

予算額 3,500,000千円 

 

１ 事業の目的・概要 

 東日本大震災により液状化等の被害を受けた被災者の生活再建を支援するため、昨年

６月から実施している支援金事業の申請期間を平成２６年４月１０日まで延長します。 

(平成２３年度～２６年度で実施)  [平成２４年度：約４，５００世帯見込み] 

２ 事業内容 

国の被災者生活再建支援制度の対象とならない液状化等の被害を受けた住宅の解体費や

補修費に対して助成します。 

（支援対象世帯） 

次の①～③のいずれかに該当する世帯(ただし、①～③の併給は不可) 

① 住宅の地盤が液状化等したことにより住宅に被害を受けた世帯のうち、住宅(半壊

に至らない住宅に限る。)を解体した世帯 

② 住宅の地盤が液状化等したことにより住宅に被害を受けた世帯のうち、その地 

盤を復旧(住宅の基礎の修復を含む。)した世帯 

③ 半壊(大規模半壊を除く)の被害を受けた世帯のうち、住宅の補修を行った世帯 

（支援金額） 

限  度  額 
支 援 対 象 世 帯 

二人以上の世帯 単身世帯 

液状化等による住宅解体世帯 １００万円 ７５万円 

液状化等による住宅地盤復旧世帯 １００万円 ７５万円 

半壊補修世帯 ２５万円 

（申請期限） 

平成２６年４月１０日まで 

 

担当課・問い合わせ先 

防災危機管理監防災危機管理課 

０４３－２２３－２２９７ 
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被災者住宅再建資金利子補給事業 

 

予算額 200,000千円 

１ 事業の目的・概要 

 被災した住宅の建替等に係る負担を軽減するため、住宅の所有者等が必要な資金を 

金融機関から借り入れる場合、県内市町村と共同して、利子の一部を助成します。 

 なお、住宅の復旧が遅れている現状を踏まえ、利子補給の対象となる金融機関からの

借入期限を平成25年度末まで延長します。 

 

[交付対象] 被災住宅の建替え、補修のために金融機関から借入れした者であって、

罹災証明書の発行を受けた者 

 [事業内容] 利子補給期間：支払い開始から5年間 

       利子補給対象借入額：100万円以上500万円以下  

[交 付 額] 市町村が実施した利子補給率に対し、１％を上限として市町村に助成 

 

２ 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

          １％以内 

  

         

 

 

 

 

 

 

担当課・問い合わせ先 

県土整備部都市整備局住宅課 

０４３－２２３－３２２３ 
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②利子補給申込 

④申請 

⑤利子補給 

①借入申込 

③融資 

⑥補助金交付 

(5 年間) 

(5 年間) 
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障害者のための災害時防災拠点整備事業【新規】 

 

予算額 72,300千円 

 

１ 事業の目的・概要 

 災害時に地域の障害者が円滑に避難し、適切な支援を受けられるよう、障害者支援施

設を活用した広域的な支援体制の構築について市町村等関係機関と検討します。 

また、災害時において支援が困難な障害者等の受入れができる防災拠点の整備を図り

ます。 

 

２ 事業内容 

 

（１）災害時支援体制検討事業 300千円 

   災害時における障害者の避難方法や、障害者用の福祉避難所の拡充、災害時 

防災拠点との連携等について県、市町村、障害者団体と検討を行います。 

   【参考】障害者用の福祉避難所数（県内）：8施設 

    

 

 

（２）地域防災拠点整備事業 72,000千円 

  〔補助対象経費〕 

・災害時用品等の備品購入費 

・災害時の食料品等を保管するための備蓄倉庫の整備費 

・耐震、耐火工事のための整備費 

・一時的な避難場所を確保するための工事等に要する経費等 

〔補助対象施設〕福祉避難所として指定を受ける予定の民間障害者施設 

 〔負担割合〕国1/2、県1/4、事業者1/4 

 

 

 

    担当課・問い合わせ先 

健康福祉部障害福祉課 

０４３－２２３－２６４６ 


